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医療機関における救急搬送困難事案の解消に向けた取組について 
 

貴職におかれましては、新型コロナウイルス感染症対策にご尽力を賜り、厚く御礼

申し上げます。  

今般、標記の事務連絡が厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部等より

各都道府県衛生主管部（局）宛へ発出されました。  

本事務連絡は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、一部の自治体におい

て、救急搬送受入困難事案が増加しているとの総務省消防庁の発表を踏まえ、救急医

療機関における救急患者受入れのための取組についてまとめたものです。  

１では、定数超過入院等の場合において、減額措置が適用されないことを示した他、

即応病床に新型コロナウイルス感染症であることが確定した患者以外の患者を受け入

れることは可能であることの再周知になります。（令和 4 年 1 月 26 日付 (地 473)(健Ⅱ

511)(税経 84)、並びに令和 4 年 1 月 28 日付 (地 478)(健Ⅱ514)(税経 85)でご案内。）  

２では、新型コロナウイルス感染症の検査結果が判明するまでの待機スペースが逼

迫することを受け、新型コロナウイルス感染症疑いの患者を含めた救急患者の受け入

れのため、各医療機関において臨時テントや可搬式医療用コンテナ等の整備等につき、

積極的に対応されることが要請されています。なお、この設備費等については、「新型

コロナウイルス感染症を疑う患者受入れのための救急・周産期・小児医療体制確保事

業」（令和 3 年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分） (18)参照）

等が活用できることが示されています。  

３では、医療従事者の感染又は濃厚接触による就業制限の緩和等として、社会機能

維持者（所謂エッセンシャルワーカー）である濃厚接触者についての取扱い「新型コ

ロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について」の他、医療従事

者の家族が濃厚接触者となった場合や子どもの学校が休校となった場合、都道府県ナ

ースセンター等を活用し代替要員を確保すること等の要請、保育園等が休園となった

場合の院内保育所の積極的な利用等につき示されています。  

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただくとともに、貴会

管下の郡市区医師会並びに関係医療機関等への周知方につき、ご高配を賜りますよう

よろしくお願い申し上げます。  



事 務 連 絡 

令和４年１月 28 日 

 

各都道府県衛生主管部（局） 御中   

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 

厚生労働省医政局地域医療計画課 

厚 生 労 働 省 医 政 局 看 護 課 

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課 

 

 

医療機関における救急搬送困難事案の解消に向けた取組について 

 

 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、一部の自治体においては、救急搬送

受入困難事案が増加している旨、消防庁から発表されています。 

このため、救急医療機関における救急患者受入れのための取組について、下記のとおりま

とめましたので、内容を御了知の上、管内医療機関へ周知いただきますようお願いします。 

 

 

記 
 
 

１．入院病床の取扱いについて 

○ 緊急事態宣言下においては、全国全ての保険医療機関において、定数超過入院につい

て、「厚生労働大臣の定める入院患者数の基準及び医師等の員数の基準並びに入院基本

料の算定方法について」（平成 18 年３月 23 日付け保医発第 0323003 号厚生労働省保険

局医療課長通知）の第１の２の減額措置は適用されません。 

 

○ また、新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置下においては、当該措置を実施す

べき区域として公示された区域を含む都道府県に所在する全ての保険医療機関におい

て、上記の減額措置は適用されません。 

 

○ さらに、緊急事態宣言下又はまん延防止等重点措置下でなくとも、新型コロナウイ

ルス感染症患者等を受け入れた等の条件を満たす保険医療機関において、上記の減額

措置は適用されません。 

 

・新型コロナウイルス感染症患者等を受け入れた保険医療機関等における施設基準等



の臨時的な取扱いについて（再周知） 

（令和３年４月 21 日付け厚生労働省保険局医療課事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000771481.pdf 

 

○ なお、保険医療機関が、新型コロナウイルス感染症患者等を定数超過入院させた場

合等については、原則、実際に入院した病棟（病室）の入院基本料・特定入院料を算

定します。 

 

・新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて 

（令和２年２月 14 日付け厚生労働省保険局医療課事務連絡）

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000599662.pdf 

 

○ こうした取扱いを踏まえ、各医療機関において、積極的に救急搬送患者を受け入

れるよう、ご高配よろしくお願いします。 

 

○ また、「即応病床等への救急患者の受入れに係る病床確保料の取扱いについて」

（令和４年１月 20 日付け厚生労働省医政局総務課・地域医療計画課事務連絡）によ

り、即応病床等に救急患者の受入れが可能である従前の取扱いを改めて周知したと

ころです。その際の病床確保料の取扱いについては当該事務連絡及び「令和３年度

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）に関するＱ＆Ａ（第 14

版）」（令和４年１月 27 日）を参照して下さい。 

・即応病床等への救急患者の受入れに係る病床確保料の取扱いについて 

（令和４年１月 20 日付け厚生労働省医政局総務課・地域医療計画課事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000884827.pdf  

・令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）に関するＱ＆

Ａ（第 14 版） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000888422.pdf 

 

２．救急患者を受け入れるための取組について 

○ 現在、救急搬送を受け入れている医療機関において、新型コロナウイルス感染症の

検査結果が判明するまでの待機スペースが逼迫し、救急患者が受け入れられないとい

った状況等があり、救急患者を診察するスペースの拡充のため、臨時テントや可搬式

医療用コンテナ等の整備等により、新型コロナウイルス感染症疑いの患者を含めた救

急患者を円滑に受け入れる取組が行われています。 

 

○ 救急患者を円滑に受け入れられるよう、上記のような設備の整備を行うなど、各医

療機関で積極的に対応していただくようお願いします。こうした設備の整備に関して

は、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金のうち、「新型コロナウイルス感



染症を疑う患者受入れのための救急・周産期・小児医療体制確保事業」等の活用が可

能です。 

 

３．医療従事者の感染又は濃厚接触による就業制限の緩和等について 

○ オミクロン株の感染が確認された患者等に係る社会機能維持者である濃厚接触者の

取扱いについては、今般、科学的知見や専門家の意見を踏まえ、その待機期間につい

て、２日にわたる検査を組み合わせることで、５日目に解除という取扱いとしていま

す。 

 ・新型コロナウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について 

（令和４年１月５日付け令和４年１月 28 日一部改正厚生労働省新型コロナウイルス

感染症対策推進本部事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000889667.pdf 

 

○ 医療従事者の家族が濃厚接触者となった場合又は小学校等の休業等のために子ども

の世話が必要になった場合には、地域の医療提供体制を維持するため、都道府県ナー

スセンター等を活用し、代替要員の確保に努めるようお願いします。 

また、都道府県内の病院内保育所等において臨時・追加的な学童保育を実施した際

に、追加的に人員を配置することに要する経費の財政支援（小学校の臨時休校等に伴

う病院内保育所等の対応に係る財政支援事業）が活用可能です。 

・オミクロン株の感染流行に対応した臨時の医療施設等の開設準備及び医療機関にお

ける診療機能の維持・継続について 

（令和４年１月 19 日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部・医政

局総務課・地域医療計画課・看護課事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000883896.pdf 

 

○ 看護職員等が通常時に預けている保育園等が休園となった場合、地域医療介護総合

確保基金等を活用して各医療機関が運営等を行っている院内保育所の積極的な利用を

図るようお願いします。 

・病院内保育所における看護職員等の子どもの受入等について 

（令和４年１月 27 日付け厚生労働省医政局看護課事務連絡） 

   https://www.mhlw.go.jp/content/000889670.pdf 

 

 

以上 




